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【論文要旨】
本稿は我が国における真実義務論を考察する前段階として，ドイツにおける議論とアメリカ法の
ディスカバリーとの関連を念頭に置きつつ，ディスカバリーの諸規範を分析し，それらを踏まえた
上で我が国における民事訴訟法の構造，真実義務論，証明妨害について若干の指摘をするものであ
る。
連邦民事訴訟規則においては，真実に基づくことが訴訟の適正と結び付けられ，この観点から真
実発見の必要性が唱えられている。この点から，真実発見を審理過程の適正さと結論の正当性を担
保するための手段というレベルで論じることが可能ではないかと考える。
また訴訟費用の負担については敗訴者負担が原則であるものの，真実義務が訴訟遅滞の防止を機
能の一つとするならば，当事者が真実義務違反により訴訟遅滞を生じさせた場面について別途の訴
訟罰を設ける必要があると考える。
最後に証明妨害法理の根拠として，訴訟上の信義則，真実義務や訴訟目的としての真実発見等の
訴訟法内部にその根拠を求める見解が主張されている。ここで真実義務を証明妨害法理の根拠の一
つとする場合，証明妨害成立の主観的要件として過失を顧慮することはできないのではないかと考
える。
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1 我が国の民事訴訟法において真実義務の明文規定は存在しないものの，信義則（民訴法 2 条）に基づいて認
められるとする説が多数である。
2 証明妨害法理，事案解明義務と真実義務の関係については拙稿「真実義務をめぐる諸問題―序説―」法学研
究論集第41号（2014年）231頁以下を参照。なお武器平等原則について上田徹一郎教授は「真実義務は…相
手方の訴訟追行上の法的地位が不当に劣悪になることを防止し，この面での両当事者の実質的平等の実現を
はかり，それによって，古典的な市民社会原理である形式的当事者平等原則のみを前提とする自己責任原理
の修正をはかることを目的とするものと評価できよう」（上田徹一郎「当事者主義の訴訟構造と実質的当事
者平等原則」『当事者平等原則の展開』（有斐閣，1997年）13頁）として真実義務と武器平等原則との関連を
指摘している。ドイツにおける武器平等原則の動向については，松本博之「民事証拠法の領域における武器
対等の原則」松本博之，宮崎公男 編『講座 新民事訴訟法』（弘文堂，1999年）1 頁以下を参照。
3 Vgl.., Lorenz, Stephan, Die Neuregelung der pre-trial-Discovery im US-amerikanischen Zivilprozeßrecht ―
inspiration f äur den deutschen und europ äaischen Zivilprozeß?, Zeitschrift f äur Zivilprozess, 111. Band, 1998,
S.39Š.; Koch, Raphael, Mitwirkungsverantwortung im Zivilprozess, Mohr Siebeck, 2013, S.45Š.; Gomille,
Christian, Informationsproblem und Wahrheitsp‰icht, Mohr Siebeck, 2016, S.93Š. アメリカ法（英米法）と
ドイツ法（大陸法）における民事訴訟の基本的な構造の差異については， St äurner, Rolf, U.S.
-amerikanisches und europ äaisches Verfahrensverst äandnis, im FS Stiefel, C.H.Beck, 1987, S.763Š., insb.
S.781Š. を参照。
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おわりに
はじめに
我が国の民事訴訟法では弁論主義が採用されており，審理場面における事実主張，証拠提出は原
則として訴訟当事者に委ねられている。しかし事実主張，証拠提出の全てについて当事者の自由が
認められているわけではなく，少なくとも当事者は虚偽の事実，証拠を提出する自由は認められて
おらず，これは真実義務によって規制されている1。
従来の我が国における真実義務論は主に自白の効力，特に自白の撤回との関係で論じられてきた
経緯があるものの，近年ではドイツ法での議論を参考としつつ，証明妨害法理，事案解明義務，武
器平等原則との関係で論じられる節がある2。
ここで近年のドイツ法における事案解明義務論に目を移してみると，しばしばアメリカ連邦民事
訴訟規則における審理前のプリーディング手続，及びディスカバリー手続（pretrial pleading-dis-
covery以下，単に「プリーディング」，「ディスカバリー」と表記する）との関連で考察されてい
ることがみて取ることができ，その際に真実義務との関連もしばしば指摘されている3。
一方でディスカバリーにおける訴訟代理人または当事者の行為規範としては連邦民事訴訟規則第
――
4 Rule26・後掲注参照。以降での連邦民事訴訟規則の邦訳については，渡辺惺之，吉川英一郎，北坂尚
洋 編訳『英和対訳 アメリカ連邦民事訴訟規則（20042005 Edition）』（レクシスネクシス・ジャパン株式
会社，2005年）を参考としている。
5 この点については拙稿「アメリカ連邦民事訴訟規則における不適切な陳述・答弁に関する一考察―真実義務
との比較を中心として―」法学研究論集第48号（2018年）236頁以下。good faith ないし bad faith という語
は多義的な要素があるため，本稿では原語のまま表記する。
6 この点については拙稿・前掲注，228頁以下を参照。
7 この点について高橋宏志教授はディスカバリーと真実義務，完全陳述義務の議論が同方向に向かいうること
を示唆している（高橋宏志「米国ディスカバリー法序説」法協百年論集 3 巻（有斐閣，1983年）558頁以下）。
26条（以下，当該規則を表記する場合には「Rule」とする）が存在する。ここでは Rule26，
における全ての開示（disclosure），そしてディスカバリーにおける全ての要請，答弁，または抗
弁（objection）ついては訴訟代理人による署名がされなければならず，この署名によって訴訟代
理人または当事者は上記行為が合理的な調査の後に形成されたその者の認識，情報そして確信の中
でも最適のものであることを保証するとされる4。また自白要請（Request for Admission）に関す
る規定である Rule36は自白を要請された当事者が当該事実を否定する際に，当事者に対して
good faith に従った対応を要求している5。これら行為規範は訴訟代理人ないし当事者の訴訟上の
陳述，証拠提出について一定の制約を課していることから，真実義務と少なからず関連性を有する
ものと考えられる。
日本においては従来，真実義務についてはプリーディング（特に Rule11）との関連で論じられ
ることが多かったものの6，近年のドイツにおいて真実義務と関連する事案解明義務論がアメリカ
連邦民事訴訟規則におけるディスカバリーを参考としており，またディスカバリーにおける上記行
為規範が真実義務と関連性を有することを踏まえると，アメリカ法におけるディスカバリーでの訴
訟代理人および当事者の行為規範を分析することは我が国における真実義務論を考察するにあたっ
て少なからず有益であると考えられる7。
そこで本稿は我が国における真実義務論を考察する前段階として，ドイツ法における証明妨害法
理や事案解明義務論とアメリカ法におけるディスカバリーとの関連付けを念頭に置きつつ，ディス
カバリーにおける当事者の行為規範を分析し，それらを踏まえた上で我が国における民事訴訟法の
構造，真実義務論，特に本稿では真実義務と証明妨害の関連について若干の指摘を行うことを目的
とする。
．ドイツにおける議論状況
ここでは，ドイツにおいてどのような文脈でアメリカ法のディスカバリーが参照されており，そ
してディスカバリーにおける行為規範のどのような点が着目されているかを明らかにする。
1. Lorenz の見解
Lorenz はドイツ民事訴訟の諸制度とそれらに関する問題点を列挙した上で，アメリカ連邦民事
――
8 Lorenz, a.a.O.(Fn.3), S.35Š.
9 Lorenz, a.a.O.(Fn.3), S.47Š.
10 Lorenz, a.a.O.(Fn.3), S.48Š.
11 なお Lorenz は真実発見について，実体的真実の発見は民事訴訟における理想ではあるものの，一定限度に
おいて制限もされていること等を踏まえた上で，「最上位の目的ではなく，民事訴訟の他の目的のための手
段である」としている点には留意する必要がある（Lorenz, a.a.O.(Fn.3), S.36Š.)。
12 Lorenz, a.a.O.(Fn.3), S.53f.
訴訟規則のディスカバリーを，とりわけ事案解明義務や弁論主義の制限，武器平等原則に焦点を当
てつつ分析している8。
Lorenz はディスカバリーにおいては裁判所の協力なしに当事者らが必要な事実ないし証拠を探
知することが原則であるとする9。その上でディスカバリー手続の意義と機能について，
「システムとしてのディスカバリーの背景には，徹底した正義思想が第一に潜んでいる。包括的な
真実探知は正義に最も資し，当事者は利用可能な証拠資料が自らの処分権のうちに存することから
利益を引き出すことはできない。ディスカバリーの特別な役割は従って，当事者らに自らの権利の
貫徹ならびに維持のために必要な情報を与えることにある。上記の事項と当事者の武器平等原則は
密接に関連しており，当事者の武器平等原則をアメリカ民事訴訟法は同様にドイツ法よりも本質的
に徹底して貫徹している。」10
としてディスカバリー手続の利点を述べている11。さらにディスカバリーにおける当事者の事案
解明義務の貫徹について以下のように述べている。
「事案解明義務の貫徹は幾重もの点で制裁化されている。…。…一方の当事者が協議に対する義務
を果たさない場合，裁判所はその当事者に対して相手方の費用負担を義務付け，そしてこのことに
ディスカバリー上の措置を認めることができる（Rule37）。一方当事者が自らの事案解明義務に違
反した場合，その証拠資料が違反した当事者に有利に働く限りで，裁判所は当該証拠資料を手続の
以降の過程で排除することができ，争われている事実が当事者に対して証明されたものとみなすこ
とができる。…。裁判官がトライアルにおいて陪審に当事者の義務違反を通知しうることはさらな
る制裁，少なくともみなし制裁である。」12
ここで Lorenz は義務違反をした当事者に対してディスカバリー手続内で一定の措置が設けられ
ており，また義務違反者に対する制裁が可能であることを示している。そしてこういった制裁は一
方では事案解明に資し，他方で不要な証拠調べの回避，すなわち訴訟遅滞の回避に資すると述べて
いる。こういった義務違反者に対する制裁や費用負担をさせることについて Lorenz は，ディスカ
バリーの枠組をそのままドイツ法に持ち込むことはできないとしつつも，ドイツ法を考察する上で
――
13 Lorenz, a.a.O.(Fn.3), S.56f.
14 Koch, a.a.O.(Fn.3), S.1f.
15 Koch, a.a.O.(Fn.3), S.2f.「真実発見は民事訴訟の本質的な（双方間の）責務のままである，というのも真
実発見はいずれにせよ個人の権利の保護に資するからである。以上の理由により，民事訴訟において事実関
係がどの程度探知されるかということは重要な意義を有する」（ibd. S.3f.）。目的とまではいかないものの，
Koch が民事訴訟における真実発見に力点を置いていることがうかがえる。
16 Koch, a.a.O.(Fn.3), S.21f.,S.45Š.
17 Koch, a.a.O.(Fn.3), S.49f.
18 Koch, a.a.O.(Fn.3), S.49f.
19 Koch, a.a.O.(Fn.3), S.53Š.
20 Koch, a.a.O.(Fn.3), S.79f.
有益であると指摘している13。
2. Koch の見解
Koch は民事訴訟とは実体権の確認，貫徹，そして形成に資するものであり，その目的は実体権
の保障であると述べる14。しかし一方で，通説によると実体権の有無を判断するための根拠となる
真実を探知することは民事訴訟の目的ではないとされるが，民事訴訟の主要な責務であり，認めら
れた限りで追及されるものであると述べる15。このような基本構造の中で，事実関係の探知に関す
る当事者の責任はどのようにして果たされるのか，事実に関する当事者の主導権の限界がどこに存
在するか，の問題を検討するために比較法を用い，その一つとしてディスカバリーを参照してい
る16。
まず Koch はディスカバリーの背景には「当事者が自身の（実体的）権利の貫徹を可能にするた
めに，あらゆる情報が当事者によって自由に用いられる」という思想が存在し，「広範なディスカ
バリーは真実発見にできる限りで奉仕し，真実発見によって正義に最大限役立てられるべきであり，
権利の貫徹は情報の欠缺で失敗すべきでないという理念がディスカバリーに存在する」と説く17。
その上で Koch は Rule26が当事者のカンファレンスにおいて「当事者は争訟について討論し，
そしてディスカバリーの進行について good faith をもって協議しなければならない」ことを規定
していると指摘する18。しかし一方で Rule26においては当事者の秘匿特権が認められてお
り，また Rule26は正当な理由等が存在する場合に，ディスカバリーを行わないことを命令する
権限を裁判所に付与しているとするが19，こういった秘匿特権は最小限認められているにすぎず，
実体的真実の要請が連邦民事訴訟規則においては最も強固に認められていると主張する20。
3. Gomille の見解
まず Gomille はドイツ民事訴訟の従来の事案解明モデルが真実義務違反について十分に考察して
いないことを指摘したうえで，「何人も自己に不利なかたちで提出することに拘束されない
（Nemo tenetur edere contra se）」という法原則（以下，情報問題と表記する)21 と真実義務との関
――
21 Vgl. Gomille, a.a.O. (Fn.3), S.30Š.
22 なお Gomille は事案解明モデルには対審モデルと職権モデルの 2 類型が存在し，ドイツ民事訴訟法は対審モ
デルであると論じている（Gomille, a.a.O.(Fn.3), S.93Š.）。この点については Parker, JeŠrey; Lewisch,
Peter, Materielle Wahrheitsˆndung im Zivilprozeß, in: FS 100 Jahre ZPO, Manz, 1998, S.203Š.; St äurner,
a.a.O.(Fn.3), S.766Š. も参照。
23 Gomille, a.a.O. (Fn.3), S.1Š.
24 Gomille, a.a.O. (Fn.3), S.167Š.
25 Gomille, a.a.O. (Fn.3), S.123f. さらに同124頁において Gomille は具体的な事例として Rule37では医療過
誤訴訟や製造物責任訴訟において当事者が証拠資料を滅失させる危険性を十分に排除しきれないことを指摘
している。
26 裁判所の固有権について Gomille は詳細な記述をしていないものの，判例によると「spoliation（証拠滅失）
に対して制裁を科す権利は裁判手続そして訴訟をコントロールするための裁判所の固有権に由来するが，
“裁判手続を濫用する”行為を是正するために必要な限度にその権限は限定され」（Chambers v. Nasco, Inc.,
501 U.S. 32, 4546 (1991)), ｢spoliation に対して制裁を科す権限は固有権に由来することを理由として
spoliation に関する連邦法は適用されるのであり，…，実体法に由来することを理由として適用されるわけ
ではない」（Silvestri v. General Motors Corp., 271 F.3d 583, 590 (4th Cir. 2001））とされている。
27 Gomille, a.a.O. (Fn.3), S.124f.
28 Gomille, a.a.O. (Fn.3), S.125f.
係に起因する民事訴訟の事案解明モデル22 を考察している23。この際に Gomille は従来の社会的民
事訴訟や事案解明義務論が提示してきた「客観的真実の探知」という理念から離れ，主観的真実を
基礎とした枠組の中で（主に情報問題との関係で）真実義務にどこまでの実効性を見いだせるか，
という視座に立っているものと考えられる24。以上の視座から情報問題と真実義務の関係を考察す
るための素材の一つとして連邦民事訴訟規則のプリーディングとディスカバリーを参照し，ディス
カバリーにおける spoliation inference（証拠滅失の推論）と証明妨害との関係を論じている。ここ
では Gomille が以上についてどのように論じているかを簡潔に紹介する。
証拠滅失について
Rule37に基づいて，裁判所はディスカバリーの過程において提出義務を負った当事者が証拠
資料を使用不能，紛失，変更をしたこと等が判明した場合，裁量によって適切な処置を講じること
ができるものの，一方でこれらを訴訟係属前に行った場合に Rule37は適用外になるという問題
があることを Gomille は指摘する25。しかし Rule37に依らずとも，裁判所はコモンローに基づ
く裁判所の固有権26（inherent power）によって訴訟目的に反する当事者の行為に対して広範な制
裁を行いうることから，Rule37の適用外であるために制裁は科されないということにはならな
いと説く27。
以上のように連邦民事訴訟規則の適用外であっても，Gomille は裁判所の固有権に基づくことで
証拠滅失に対する制裁は可能であると説く。その際の効果として spoliation inference，すなわち
「一方当事者が潜在的な証拠資料を破壊，放棄，または内容的に改変したという状況は事実関係の
確認の際に当該当事者に不利なように評価」することが可能であると説く28。この制裁内容はしば
――
29 Gomille, a.a.O. (Fn.3), S.126Š. 引用文中の「bad faith」については，前掲注を参照。
30 Gomille, a.a.O. (Fn.3), S.127f.
31 Neufang, Sebastian, Kostenverteilung im US-amerikanischen Zivilprozess und Urteilsanerkennung in
Deutschland, LIT, 2002, S.89Š.
32 Breyer, Michael, Kostenorientierte Steuerung des Zivilprozesses: Das deutsche, englische und
amerikanische Prozesskostensystem im Vergleich, Mohr Siebeck, 2006, S.134Š., insb., 143f.
しば訴訟の勝敗を決することと同義になるため，その行使については諸要件を充足した場合にのみ
正当化されるとした上で，以下のように述べる。
「spoliation inference のそのような過剰な効果を防止するために，裁判はまず第一に主観的事実メ
ルクマールを発展させた。それに従って相手方の事実主張は，一方当事者が情報所有者を悪意
（``bad faith''）をもって排除し，不利な事実を隠匿するという目的（``for the purpose of hiding ad-
verse information''）を伴う場合に証明されたものとしてみなされうる。その限りで spoliation in-
ference とディスカバリー上の制裁は結果として相手方の利用を排除するという観点での証拠の排
除に関する§444 ZPO が規定するものと広く合致する。」29
つまり当該滅失行為が意図的に行われ，かつ自己に不利な事実を隠匿する目的で行われた場合に
spoliation inference が働き，こういった意図や目的が bad faith と結び付けられていると説く。但
し，この場合にも過失によって滅失した場合や第三者が証拠を滅失させた場合に spoliation infer-
ence は機能しないという問題点が残ることを指摘している30。
4. 訴訟費用分担の問題について
以上の見解とは趣をやや異にして，訴訟遅滞を生じさせた場合の訴訟費用の負担を問題としてデ
ィスカバリーの諸規定を参照する見解も存在する。
訴訟遅滞の問題について，まず Neufang は Rule11について論じた上で，ディスカバリー手続に
おいては Rule26が Rule11の役割を担っていることを指摘している31。また Breyer は訴訟遅滞
についてプリーディングにおいては Rule11により規律されていることを指摘した上で，一方でデ
ィスカバリー手続において Rule26等によって規律されていることを指摘し，制裁としての訴訟
費用負担について論じている32。
小括
以上により，アメリカのディスカバリーがドイツにおいて参照される理由として二つの方向性が
みて取れる。
まず一つとして，ディスカバリーにおける真実発見の構造である。これについてはその中でも二
つの枠組が存在する。まず一つとして Lorenz や Koch が主張するように，従来の社会的民事訴訟
――
33 6 Moore's Federal Practice, § 26.02 (Matthew Bender 3d Ed.).
34 Jack H. Friedenthal, Mary Kay Kane, Arthur R. Miller, Civil Procedure Fifth Edition, (WEST, 2015) pp.
380381, Wright & Miller Federal Practice and Procedure: Civil 3d §2001.
35 Hickman v. Taylor, 329 U.S. 495, 507 (1947). 本事件の概要については高橋・前掲注，539頁を参照。こ
の点について，United States v. Procter & Gamble Company, 356 U.S. 677, 682 (1958）も上記判例を引用し
た上で「現代のディスカバリーの諸手段はプレトライアル手続とともにトライアルを目隠しごっこゲームに
なるべくならないようにし（less a game of blind man's bluŠ），そして基本的な争点と実務上可能な最大限
の範囲で開示された事実によってより公平な争議とす」るものであると指摘する。
36 真実発見を民事訴訟の目的とするか否かという点については見解の相違はあるものの，Alexander HoltzoŠ,
The Elimination of Surprise in Federal Practice Insurance Law Practice and Procedure, Section of Insurance
Law, 1953 A.B.A. Sec. Ins. Negl. & Comp. L. Proc. 187, 189 (1953), Gomille, a.a.O.(Fn.3), S.118, Koch,
a.a.O.(Fn.3), S.49f. もまた真実と訴訟の適正さを結び付けている点では共通している。
や事案解明義務論が基礎としてきた民事訴訟における「客観的真実の発見」を重視する立場である。
この見解からは，ディスカバリーの真実発見という理念が着目され，各問題について論じられる。
もう一つとして，Gomille のように当事者の「主観的真実」を基本的な枠組みとして，真実義務論
との関係で民事訴訟の事案解明モデルや証明妨害等を考察する立場である。この場合にはディスカ
バリーにおける good faith や bad faith がドイツや日本における真実義務とどのように関係するか
という点が問題となり，特に spoliation inference の過剰な効力を抑止するために bad faith 要件が
設定されている，という Gomille の指摘には留意すべきであろう。
もう一つの理由としては訴訟費用や訴訟遅滞の問題との関連である。これについてはプリーディ
ングについては Rule11を参照している一方で，ディスカバリーについては Rule11と方向性を同一
にする Rule26を参照している節がある。我が国においても真実義務との関連で Rule11がしばし
ば論じられていたことを考えると，ディスカバリーにおいて Rule11と同一の機能を果たす Rule26
について考察することは真実義務を考察する上で少なからず有益であると考えられる。
以上の二つの視座を念頭に置きつつ，以下ではディスカバリーにおける当事者の行為規範，特に
Rule26と spoliation inference の問題について概観する。
．ディスカバリーにおける当事者の行為規範について
ディスカバリーの包括的な目的はトライアルにおける不意打ちを除去することであり33，具体的
には，紛争に関連する情報の保全，当事者間で実際に争訟となっている問題の確認，争訟に関連す
る証拠を導き出しうる情報の獲得34であるとされる。この意味で，可能な限り争訟に関わる情報を
収集することがディスカバリーの主たる目的の一つであると考えられる。この点について判例は
「両当事者によって集められた関連性のある事実の全てを両当事者が相互に知ることは適正な訴訟
（proper litigation）にとって本質的なものである」35 として，真実に基づくことが訴訟の適正さに
結びつくことを指摘している36。
以上のようなディスカバリーの基本構造の中で，当事者ないし訴訟代理人はディスカバリーにお
――
37 Rule26ディスクロージャーとディスカバリーにおける要請，答弁及び異議に関する署名
 要請される署名署名の効果．Rule26又はに基づく全てのディスクロージャー及び全てのディ
スカバリーの要請，答弁又は異議は少なくとも一人の訴訟代理人―もしくは，代理されていない場合に
は，当事者自身―によって訴訟代理人自身の氏名が記載されなければならず，そして署名者の住所，E
メールアドレス，及び電話番号を明記されなければならない。署名によって，訴訟代理人又は当事者は
合理的な調査の後に形成されたその者の認識，情報及び確信の限りを以下の点について保証する
 ディスクロージャーに関しては，ディスクロージャーが行われた時点において完全かつ正確であるこ
とそして
 ディスカバリーの要請，答弁又は異議に関して，ディスカバリーが
 本諸規定と合致し，そして現行法によって，もしくは現行法の拡張，修正又は破棄に関して，もしく
は新法の創設に関して考慮に値する議論によって根拠づけられていること
 嫌がらせ，不要な訴訟遅延もしくは必要のない訴訟費用の増加を惹起するといったあらゆる不適切な
目的のために提起されたものではないことそして
 非合理的でなく又は過度に負担でもないこと，もしくは，事件の必要性，事案に関するディスカバ
リーに先立ち，議論の総量，そして行為において問題となっている事項についての重要性に比して費
用が過大でないこと。
 署名の欠如．他の当事者は署名されていないディスクロージャー，要請，答弁又は異議については署名
されるまで対応する義務はなく，そして訴訟代理人又は当事者が署名のないことに気付いた後で署名が
即座になされない限り，裁判所は署名されていない事項を抹消しなければならない。
 不適切な証明に対する制裁．証明が実体的な正当性なしに本規定に違反した場合，裁判所は申し立てに
基づいて，もしくは自ら，署名者，署名者の行為について責任を負う当事者又は〔訴訟代理人と当事者
の〕双方に対して適切な制裁を科さなければならない。制裁は当該違反によって惹起された訴訟代理人
の費用を含む合理的な費用を支払うとする命令を含みうる（〔〕内は筆者が挿入した）。
38 6 Moore's, supra note 33, at §26.151
39 Rule11 . Rule11がディスカバリー手続における制裁の根拠たりえないことについては，General Motors
Corp. v. Johnson Matthey, Inc., 887 F. Supp. 1240 (E.D. Wis. 1995）も参照。
40「ディスカバリー違反は Rule26及び Rule37によって排他的に支配されているため，Rule11に基づく制裁
は…利用しえない」とされる（Friedenthal/Kane/Miller, supra note 35, p.429.）。この点については，Com-
mittee Note of 1993 to Rule 26 (reproduced verbatim at 6 Moore's, supra note 33, at §26App.09[2])
41 Committee Note of 1983 to Rule 26 (reproduced verbatim at 6 Moore's, supra note 33, at §26App.07[2]).
いてどのような行為を義務付けられているかという点について，以下ではまず Rule26の内容，
問題点を挙げつつ論じる。
1. Rule2637について
Rule26は制定においては1983年時の Rule11をモデルとして制定され，1993年に Rule11が改
正されるまでは両規定ともディスカバリーに関わる事項に適用され得た38。しかし1993年に
Rule11が改正されたことによって両規定の射程は区別され39，ディスカバリーにおける諸行為の違
反は Rule26，Rule37によって規制されることとなったとされる40。1983年の Committee Note
によると，Rule26は制裁を科すことによってディスカバリーの濫用を抑止するために設計され
ている41。
――
42 Rule26, see, 6 Moore's, supra note 33, at §26.151.
43 See, Malautea v. Suzuki Motor Co., 987 F.2d 1536 (11th Cir. 1993), Chudasama v. Mazda Motor Corp., 123
F.3d 1353 (11th Cir. 1997).
44 Rule26．この点も含めた Rule11と Rule26の関係については，Georgene M. Vairo, Rule11 SANC-
TIONS Case Law, Perspectives and Preventive Measures, 3rd ed., 2003, pp.739745，を参照。
45 6 Moore's, supra note 33, at §26.151. 同項において，ディスカバリーの申立てが不適切である場合は
Rule37, Rule11等の別の規定による規制や制裁を受けるとされている。この点について，Rule11と Rule37
における規制や制裁の一部については，拙稿・前掲注，227頁以下を参照。
46 署名を欠く場合，当該事項は抹消されてしまうため（Rule26），Rule26の制裁の対象とならないが，
その他のディスカバリーに関する規範によって制裁されうることが指摘されている（See, 6 Moore's, supra
note 33, at §26.151[3].)
47 6 Moore's, supra note 33, at §26.154[4][a].
 Rule26の射程
ディスカバリーにおける要請，答弁，異議そして専門家証言のディスクロージャー（disclosures
of expert testimony）以外の強制的なディスクロージャーは Rule26に基づいてその情報の適切
性が保証されなければならないとされる42。これに違反した場合，Rule11が裁量によって制裁の有
無を決することができることとは反対に，Rule26に基づいて訴訟代理人もしくは当事者がこれ
に違反した場合には強制的な制裁が行われ43，また Rule11のような訂正の猶予を認める「safe har-
bor」も認められていない44。これら保証は要請された者が署名する前に当該行為の正当性を考慮
することによってディスカバリーの濫用を防止するという目的を有するとされ，またディスカバ
リーの申立ては Rule26の射程外であるとされる45。
 署名による保証
Rule26は署名によって，訴訟代理人又は当事者は合理的な調査の後に形成されたその者の
認識，情報及び確信の限りを当該事項について保証するものとしている。ディスクロージャーにつ
いては認識等が「ディスクロージャーが行われた時点で完全かつ正確」であることを保証したもの
とされる。一方，ディスカバリーの要請，答弁又は異議については，それらが，本規定に従い，
諸規定との関係で考慮に値する議論によって根拠づけられていること，ハラスメントや訴訟遅
滞，不要な訴訟費用の増大といった不適切な目的によるものでないこと，費用や労力が事項の重
要性に比して過大でないこと，を署名によって保証したものとされる。また署名をしたにもかかわ
らず，実質的な正当性なしに上記～に違反した場合に，訴訟代理人と当事者は制裁の対象とな
るとされる46。
 制裁の種類
訴訟代理人又は当事者が Rule26に違反した場合，濫用的な訴訟戦術によって訴訟遅滞が惹起
され，当事者そして司法制度の双方に対する訴訟費用の増大が引き起こされる47。裁判所はこれま
――
48 この点については Vairo, supra note 44, p.747, Gregory P. Joseph, Sanctions: The Federal Law of Litigation
Abuse §44―(5th Edition）を参照。
49 この点については 6 Moore's, supra note 33, at §26.155を参照。本稿ではこの問題についてこれ以上立ち入
らない。
50 6 Moore's, supra note 33, at §26.154[2][a]. 時的基準については，Bergeson v. Dilworth, 749 F. Supp. 1555,
1566 (D. Kan. 1990）も参照。
51 6 Moore's, supra note 33, at §26.154[2][a]. 同項は「むしろ，問題は保証した〔signed the certiˆcation〕訴
訟代理人又は当事者がディスクロージャー若しくはディスカバリー上の資料を証明する事実について合理的
な調査を行ったかどうかである」（〔〕内は筆者が挿入）と指摘する。
52 6 Moore's, supra note 33, at §26.154[2][a]. Committee Note of 1983 to Rule 26 (reproduced verbatim at 6
Moore's, supra note 33, at §26App.07[2]）では，「最終的に，何が合理的であるかということは当該状況を
全体的に判断する裁判所の問題である」と示されている。
53 Resolution Trust Corp. v. Dabney, 73 F.3d 262, 269 (10th Cir. 1995).
54 この点については，6 Moore's, supra note 33, at §26.154[2][b]も参照。
での判例の中で Rule11で認められている制裁を含めた様々な制裁を科してきたが，最も多い制裁
は弁護士費用の負担であるとされている48。その制裁の程度は裁判所の裁量に委ねられているが，
しばしばその裁量の濫用もまた問題になっている49。
 判断基準
以上のような義務に違反したことが疑われた場合，その判断基準をどこに定めるかという問題が
生じる。まず時的基準としては保証のためにした署名の時点における合理性が問題とされ，
「Rule11におけるのと同様に，“知識と合理的な調査”」が合理性の有無の判断要素となる50。合理
性の有無の判断にあたって bad faith は判断基準にはならず，客観的基準を用いてその判定がなさ
れる51。
ここで訴訟代理人に要求されている合理的な調査とは，当該状況において合理的な調査であると
され，その合理性は，◯当該事件の数や複雑性，◯潜在的に関係している証人又は資料の場所・性
質・数そして利用可能性，◯訴訟代理人と依頼人間の過去の協力関係の程度，とりわけ関連する又
は同様の訴訟における関係，◯訴訟に費やすことのできる時間，を考慮して判断される52。
この場合に主観的な事情が全く問題とされないわけではない。例えば，文書提出命令状（sub-
poena duces tecum）が嫌がらせや不要な遅滞，訴訟費用の増大を目的として発議されたとする連
邦地方裁判所の判断が問題となった事件において，連邦控訴審はその判断に裁量権の濫用はなく，
「時機を失した〔文書提出命令状の〕要求は被告に対する嫌がらせを意図したものでしかありえな
かった（〔〕は筆者が挿入）」と結論付けており53，ここでは意図的な行為であったか否かが問題と
されている54。ここでは裁量権の濫用の有無を判断するために当事者の主観的事情（当該行為の意
図や目的）をその判断要素の一つとして考慮していると言えよう。
――
55 一方で，この義務は全ての資料を保存することを当事者に要求するものではないと解されている（See, 7
Moore's Federal Practice, §37A.10[1] (Matthew Bender 3d Ed.).)
56 Pension Comm. of the Univ. of Montreal Pension Plan v. Banc of Am. Sec., LLC, 685 F.Supp.2d 456, 466
(S.D.N.Y 2010）「訴訟に関連する証拠を保存するコモンロー上の義務は十分に認識されている。」．この点に
ついては Linzey Erickson, Give us a Break: The (In) equity of Courts Imposing Severe Sanctions for Spolia-
tion without a Finding of Bad Faith, 60 Drake L. Rev. (2012) p.888.，も参照。証拠保存義務について，
Rule37（現 Rule37）の Committee Note はコモンローの他に諸制定法や諸規則等の多くの規定から生
じる義務であると位置づけている（See., Committee Note of 2006 to Amendment, (reproduced verbatim at
7 Moore's, supra note 56, at §37App.09[2]).)。なおアメリカの spoliation inference や証拠保存義務に関す
る邦語文献として，林昭一「企業紛争における戦略的な証拠廃棄とその規制」福永有利先生古稀記念『企業
紛争と民事手続き法理論』（商事法務，2005年）445頁以下，;川鋭士「民事訴訟手続における証拠保存義務
―訴え提起前の証拠保存義務を中心として―」法律論叢第88巻 2・3 合併号（2015年）51頁以下がある。
57 BLACK'S LAW DICTIONARY 1620 (10th edition 2014), Joseph, supra note 48, at §52.
58 A. Benjamin Spencer, The Preservation Obligation: Regulating and Sanctioning Pre-Litigation Spoliation in
Federal Court, 79 Fordham L. Rev. 2005, 20172018 (2011). See also, Reilly v. NatWest Mkts. Grp., Inc.,
181 F.3d 253, 267 (2d Cir. 1999）「固有権を行使するにせよ，Rule37に準じて行動するにせよ，連邦地方裁
判所はディスカバリーの濫用及び証拠の滅失を理由として当事者に対して制裁を科すことについて広範な裁
量権を有している。」．
59 Fujitsu Ltd. v. Fed. Express Corp., 247 F.3d 423, 436 (2d Cir. 2001). See also, Kronisch v. United States,
150 F.3d 112, 126 (2d Cir. 1998).
2. spoliation inference について
原則として当事者は訴訟において訴訟に関連する証拠を保存する義務が存在し55，判例による
と，証拠保存義務はコモンロー上の義務であり，かつ判例法でもこの義務は明確化されており，義
務違反に対しては「訴訟手続が濫用されないことを裁判所が保障する義務を負うため，裁判所によ
って制裁が科されうる」とされる56。
この義務に違反した際に，spoliation inference が働くとされる。spoliation は証拠等の訴訟資料
の意図的な破壊，毀損，改ざん，隠匿であり，これらが行われたことが証明された場合，spolia-
tion はその責任を負う当事者にとって不利な証拠として用いられうるとされ57，訴訟費用の負担等
の制裁も科されうるものの，どのような制裁を科すかについては裁判所の裁量に基づくものとされ
ている58。
この理論について，本稿では証拠保存義務の基本構造（特に訴訟係属前の問題）を論じた上で，
spoliation inference における bad faith の扱いについて論じる。
 証拠保存義務の基本構造
この証拠保存義務は「証拠保存義務は当事者が当該証拠が訴訟に関連すると認識する場合，又は
当事者が当該証拠が将来の訴訟に関連することを認識すべきであった場合に生じる」59 とされ，証
拠の滅失か否かは◯問題となっている証拠が当事者のコントロール下にあったこと，◯証拠の現実
の隠匿又は留保が明らかであること，◯破壊又は留保された証拠が主張又は抗弁に関連しているこ
と，◯証拠が後に発見されうるであろうことが合理的に予見可能であったこと，の 4 つが判断の
――
60 Bensel v. Allied Pilots Ass'n, 263 F.R.D. 150, 152 (D.N.J. 2009).
61 Mosaid Technologies v. Samsung Electronics, 348 F. Supp. 2d 332, 336 (D.N.J. 2008).
62 Pension Comm., supra note 56, at 465466.
63 ;川，前掲注，62頁。
64 Pension Comm., supra note 56, at 467.
65 Bensel, supra note 60, at 152. See also, Schmid v. Milwaukee Elec. Tool Corp., 13 F.3d 76, 79 (3d Cir.
1994).
66 Erickson, supra note 56, at 891900.
67 以下の記述については，Erickson, supra note 56, David C. Norton; Justin M. Woodard; Grace A. Cleveland,
Fifty Shades of Sanctions: What Hath the Goldsmith's Apprentice Wrought, 64 S.C.L. Rev. 459 (2013），に
負うところが大きい。
68 この点については Margaret M. Koesel, Tracey L. Turnbull, Daniel F. Gourash(ed.), Spoliation of Evidence:
Sanctions and Remedies for Destruction of Evidence in Civil Litigation ―Third edition, American Bar As-
sociation, 2013, pp.7678，も参照。
要素となるとされている60。但し，自らの所持している資料を訴訟に先立ってその全てを保持する
義務は負っておらず，当事者が認識している，又は認識すべきであった資料であり，合理的に予見
されうる訴訟において要求されるであろう資料を保持する義務であるとされる61。
これに違反した場合，裁判所は司法制度の完全性と司法過程のコントロールを保持する必要があ
るため，裁判所の固有権に基づいて当該滅失に対して制裁を科す権利を有するとされる62。ここで
相手方当事者が証拠保存義務違反による制裁，救済を求める場合において証明すべき要件は巡回区
毎に必ずしも統一されていないことが指摘されている63。例えば，滅失した当事者が◯当該証拠に
ついてコントロールを有しており，そして破壊又は紛失した際に当該証拠を保持する義務を有して
いたこと，◯証拠を破壊又は紛失したことについて帰責性があること，◯当該証拠が相手方当事者
（innocent party）の請求又は抗弁に関連していること，の 3 つを相手方当事者は証明しなければ
ならないとする判例がある64。また違反に対する裁判所の制裁が適切であるかどうかについては◯
証拠を改ざん又は滅失した当事者の過誤（fault）の程度，◯相手方当事者によって被らされた予
断・偏見による不利益性（prejudice）の程度，◯相手方当事者に対する実体的な不公正を回避す
るであろう，そして制裁を要請した当事者にひどく過誤がある場合に，将来他の誰かがそのような
命令を判断するに際して役立つであろうより軽微な制裁があるかどうか，を判断要素とする判例も
存在するが65，やはり統一的な基準は用意されておらず，特に当事者の bad faith に関連する問題
をどのように扱うかについて評価が分かれていることが指摘されている66。以下ではこの点につい
て若干論ずる。
 spoliation inference における bad faith の扱いについて
いくつかの判例において，証拠滅失が行われた際の bad faith の有無は制裁を科すか否かの判断
要素として考慮されているが67，ここで主観的要件として過失をも考慮するか否かで判例の見解は
分かれている68。
――
69 supra note 26. 本判決の見解と同様の立場をとる判例が複数あることについては，Erickson, supra note 56,
at 896897を参照。
70 Chambers, supra note 26, at 33.〔〕は筆者が挿入した。
71 id. at 50.
72 この点について Erickson, supra note 56, at 896は「抑制のない権力は濫用になり，そしてそれ自体が司法制
度の機能を脅かすことだろう」と指摘している。Rismus Consulting Grp. Inc. v. Cammarata, 688 F.Supp. 2d
598, 614 (S.D. Tex. 2010）もまた，当該巡回区における一般的な規範としているが，不利益推定を科すとい
った厳しい制裁は ``bad faith'' の証明がない限り科されえないものとしている。
73 Pension Comm., supra note 56, at 467.
74 id. at 467.
75 id. at 467.
76 id. at 467468. 本件の他に bad faith や重大な過失だけでなく，単なる過失をも考慮する判例として，
Residential Funding Corp. v. DeGeorge Financial, 306 F.3d. 99 (2nd. Cir. 2002）が挙げられる。
Chambers v. Nasco Inc. 判決69 は「例外的に裁判所は当事者が bad faith…をもって行為していた
場合にそのような〔弁護士費用等の〕費用を制裁として評価する固有権が認められている」70 とし
た上で，「裁判所はもちろん，固有権を行使する際には注意を払わなければならず，そして必要条
件たる bad faith が存在すると判断する際，及び費用を査定する際の両方の場面において，適正手
続の義務を遵守しなければならない」71 として，固有権に基づく制裁を科す際には bad faith の存在
を前提にしなければならないとしている。この点から bad faith は一方で裁判所の権限行使の要件
として積極的な意味を持つものの，その一方で権限の行使が裁量権の濫用にならないようにするた
めの条件という消極的な意味も有すると解することができる72。
しかし Pension Comm. of the Univ. of Montreal Pension Plan v. Banc of Am. Sec., LLC 判決で
は bad faith の他に当事者が重大な過失により証拠を滅失した場合について，その証拠が事件に関
連性を有し，そして当該当事者に対して不利な推定がなされうるとする73。ここでは bad faith の
存在は滅失した証拠が当該当事者にとって不利に働くものであったと結論付けるに足る十分な状況
証拠であるとされている74。これに対し，重大な過失による滅失の場合は，当該証拠が関連性を有
することは推定されるものの，推定の適用までは必須とされていないとする75。また単なる過失
（merely negligent）である場合には相手方当事者が厳しい制裁（severe sanction）を科すことを正
当化するために，関連性と不利益性の双方を証明しなければならないとする76。ここでは bad faith
の他に過失による場合にも spoliation inference が成立することが示されているが，その効果や証
明責任については bad faith に基づく場合よりも証拠を滅失した当事者に有利なように働きうるこ
とが示されている。
小括
以上の問題を見てみるに，Rule26と spoliation inference における当事者の bad faith の扱い
は，一方ではディスカバリーの濫用の有無を判断するための要件としての側面もあるが，他方で裁
判所の裁量権の濫用の抑止として機能しているものと捉えることができる。ここで過失に起因する
――
77 この点について Erickson, supra note 56, at 900も「必要な制御を欠いたままで当事者に制裁を科している」
として裁量権の濫用を危惧している。
78 本稿 1 を参照。プリーディング手続において訴訟代理人又は当事者に対して要求されている陳述の真実
性も Rule11，から同様であると考えられる（拙稿・前掲注，232頁も参照）。
79 本稿1, 2 を参照。
80 井上治典，上田徹一郎，鈴木正裕，谷口安平，福永有利，吉村徳重『演習 民事訴訟法』（有斐閣，1982年）
13頁以下〔井上治典〕，井上治典「訴訟の役割」芦部信善，星野英一，竹内昭夫，新堂幸司，松尾浩也，塩
野宏 編『岩波講座 基本法学 8―紛争』（岩波書店，1983年）163頁以下。
81 三ヶ月章『民事訴訟法（法律学全集）』（有斐閣，1959年）158頁。但し，同『民事訴訟法〔第 3 版〕』（弘文
堂，1992年）187頁以下では「実体的真実にかなった裁判という理想」に留められている。また加藤新太郎
教授は「実体的真実発見は，民事訴訟においても目標とされなければならない制度目的・制度理念であ」り
（加藤新太郎「民事事実認定と経験則」高橋宏志，加藤新太郎 編『実務民事訴訟講座〔第 3 期〕第 4 巻―民
事証拠法』（日本評論社，2012年）54頁），「裁判官に対して，…，訴訟外にある客観的な真実に可能な限り
接近すべきであるという目標的な規範命題として作動する」（同56頁）と説き，林昭一教授は真実発見を至
上命題とはせず，しかし一方で民事訴訟の諸制度において真実発見に寄与する機能を見出した上で，真実発
見を相対的な目的として位置付けていると考えられる（この点については，林昭一「民事訴訟と「真実発見」」
法学セミナー711号（2014年）28頁以下を参照。）。この点について筆者は，民事訴訟における真実発見は少
なくとも絶対的な目的として位置付けられえないものと考える（拙稿「Wolfgang Bernhardt の真実義務論
に関する批判的一考察」法学研究論集第46号（2017年）159頁を参照）。
証拠滅失にまで制裁可能性を拡張する場合，裁量権の濫用が危惧される点については留意すべきで
あろう77。
．日本法への示唆
以上を踏まえた上で，我が国における民事訴訟法の構造，特に民事訴訟における真実発見，真実
義務と訴訟遅滞，証明妨害法理の関係について若干の指摘を行う。
 民事訴訟における真実発見の意義について
ディスカバリーにおける訴訟代理人又は当事者の諸行為は，行為の時点においてその者らが合理
的な調査の後にその真実性を確信している場合には制裁の対象とならないことから78，連邦民事訴
訟規則においても訴訟において提示される事実，証拠は原則として提出する訴訟代理人及び当事者
の主観的真実に基づく事実，証拠であり，この点はドイツ，日本における現状と同様である。
重要なのは，真実に基づくことが訴訟の適正と結び付けられており，この観点から真実発見の必
要性が唱えられている点である。つまり，判決の基礎となる事実については訴訟代理人又は当事者
の主観的真実に基づくことで正当化されうるものの，手続過程において真実を発見するという試み
は適正な訴訟にとって必要であると解することができる。ドイツにおいて連邦民事訴訟規則を参照
する際にも，同様の見地から分析しようとする試みがみて取れる79。
我が国においては，しばしば民事訴訟における真実発見について否定的な見解が主張された
り80，真実発見を民事訴訟における目的の一つとして捉える見解が主張されている81。ここでディ
――
82 この点については Brehm もまた「真実発見は最上位の目的ではなく，目的のための手段にすぎないという
ことを ZPO の諸規範もまた示している」（Stein/Jonas/Brehm, Wolfgang23, vor §1 Rdnr. 25f.）と述べてい
る。
83 これについて，顕著な事実に基づく判決は当事者の主観的真実に基づかない判決にもなりうるが，これは
「実体的真実にかなった裁判という理想」に基づく訴訟制度上の例外的な取り扱いとして捉えるべき問題で
あろう。
84 例えば違法収集証拠が問題となる場面においては，その違法性の程度によって証拠能力を認めるか否かが決
せられる。この点について下級審判例のいくつかも，「話者の同意なくしてなされた録音テープは，…，そ
の証拠能力の適否の判定に当つては，その録音の手段方法が著しく反社会的と認められるか否かを基準とす
べきものと解するのが相当であ」る（東京高裁昭和52年 7 月15日判決（判時867号60頁）），「民事訴訟法の
基本原則である公平の原則に照らし，かかる証拠を事実認定の資料に供することが著しく信義に反すると認
められる場合にはその証拠能力は否定すべきである」（盛岡地裁昭和59年 8 月10日判決（判時1135号98頁））
として同様の見解を採用するものが存在する。学説もその内容について差異はあるものの，多くは同様の見
解に立つものと考えられる（この点については，伊藤眞『民事訴訟法〔第 5 版〕』（有斐閣，2016年）359頁
以下，間渕清史「証拠能力」伊藤眞，山本和彦 編『民事訴訟法の争点〔第 4 版〕』（有斐閣，2008年）など
を参照）。この場合には違法性の程度が著しいことにより，訴訟の適正さが阻害されるため，真実発見の要
請が劣後したものと捉えることができる（このような場面において，真実発見と他の利益との比較衡量の問
題に配慮すべきとする見解として，山本和彦「新民事訴訟法と真実の発見」東京弁護士会 民事訴訟問題等
特別委員会 編『当事者照会の理論と実務』（青林書院，2000年）133頁が挙げられる。）。
85 少なくとも，民事訴訟においては少なからず真実発見が期待され，真実発見に向かって努力を怠るべきでは
ないという点は認められるべきであろう（この点について，伊藤・前掲注，23頁以下，山本・前掲注，
131頁も参照）。
スカバリーにおける事実，証拠の収集についてみると，紛争解決のためにできる限り事実，証拠の
収集がなされるべきとされているものの，それは適正手続と結び付けて論じられている。このよう
に見ると，これまで訴訟の目的や審理の目的といった「目的」のレベルでその有無が論じられてき
た真実発見を，審理過程の適正さと結論の正当性を担保するための真実発見という「手段」のレベ
ルで論じることが可能ではないかと考える82。
このように考えた場合，民事訴訟における真実発見には二つの機能を認めることができる。一つ
は正当な判決のための真実発見である。しかしこの場合，判決の基礎となる事実は原則としていず
れかの当事者が真実と認識していた事実になるため，正当な判決のために必要とされる真実は主観
的真実で足りる83。もう一つは適正な訴訟のための真実発見である。この場合，争訟に関連する事
実，証拠を収集することは審理の充実，当事者の実質的平等，そして結論である判決の正当性と結
び付くため，これらが保障された適正な訴訟のために当事者が知りうる限りでの事実，証拠の収集
を図るという意味での真実発見が求められることとなる。いずれの場合においても，真実発見はあ
くまでも審理や判決の正当性のために要求されているに過ぎず，真実に基づかない場合や真実擬制
を用いることが訴訟の適正に寄与する場面も存在するため84，民事訴訟における真実発見は目指す
べき理想であるものの，場合によっては他の価値や要請が優先するため，相対的な価値を有するも
のと捉えるのが妥当であろう85。
このように民事訴訟における真実発見を捉えた場合，同様の形で真実義務の構造を二つの態様に
――
86 真実義務が明文規定としてオーストリアにおいて成立する過程の中で，国家が司法権を独占していることを
正当化するための条件として真実に基づく判決が必要であるという見解が主張され，これを参考として明文
化されていることから，真実義務の根底には判決の正当性を担保する目的があるとみることができる（この
点については，拙稿「1895年オーストリア民事訴訟法典成立期における真実義務に関する一考察―Franz
Klein を中心として―」）法学研究論集第43号（2015年）193頁以下を参照。）。この見解は「公権的強行的な
解決は，裁判という形でなされるが，…，その裁判は，あくまでも正しいもの，正義にかなったものでなけ
ればならないということが理念的に要請される（三ヶ月「民事訴訟法〔第 3 版〕」・前掲注，8 頁）という
観点からも導き出すことができる。
87 一つの方向として，司法妨害に対する制裁の導入が考えられる（これについては三木浩一，山本和彦 編
『民事訴訟法の改正課題』（有斐閣，2012年）184頁以下を参照）。
88 信義則を根拠として証明妨害法理を観念できるとした場合，信義則を具体化した真実義務も根拠のうちに内
包されていると捉えることができる。この点については拙稿・前掲注，246頁以下も参照。
証拠の提出方法について真実義務は関係がない指摘されるところではあるが（ドイツの真実義務論を受けて
の指摘であると考えられる。この点については高田裕成，三木浩一，山本克己，山本和彦 編『註釈民事訴
訟法 第 4 巻』（有斐閣，2017年）660頁以下〔名津井吉裕〕等を参照。），明文規定の存在しない我が国にお
ける真実義務を事実陳述の場面にのみ限定する必要性があるのかは疑問である。
分けて把握することができる。一つは判決の正当性を担保するために当事者に要請される義務とし
ての真実義務であり86，もう一つは適正手続のために当事者に対して要請される義務としての真実
義務である。後者の場合において真実義務は証拠の偏在や訴訟遅滞といった問題を抑止する方向へ
と作用することになろう。
 真実義務と訴訟遅滞の関係について
訴訟費用の負担については敗訴者負担が原則であり（民訴法61条），例外的に勝訴当事者が不必
要な行為をした場合（民訴法62条），訴訟を遅滞させた場合（民訴法63条）において，裁判所はそ
の者に対して訴訟費用の全部又は一部を負担させることができる。真実義務は本来的には意図的な
虚偽を防止することをその内容とするため，これら規定とも関連する。しかし，例外規定は双方と
も勝訴当事者を対象としているため，敗訴が濃厚な当事者が同様の行為を行い，後に敗訴した場合
にこれら規定は機能しない。真実義務が訴訟遅滞を防止することを機能の一つとしていると観念す
るならば，敗訴当事者が真実義務違反により訴訟遅滞を生じさせた場面についても過料等の訴訟罰
を規定として設ける必要があるのではないかと考える87。
 真実義務と証明妨害の関係について
証明妨害法理の根拠として，しばしば訴訟上の信義則，真実義務や訴訟目的としての真実発見等
の訴訟法内部にその根拠を求める見解が主張されている88。ここで真実義務を根拠の一つとする場
合，証明妨害成立の主観的要件として過失をも顧慮することはできないのではないかと考えられる。
民事訴訟法の基本的な構造として提出義務がある文書を相手方の使用を妨げる目的での滅失，そ
の他使用不可にした場合に真実擬制までの効果が一種の制裁として認められており（民訴法224条
――
89 この点については，山本弘「分割保険料支払いの証明責任」鴻常夫，竹内昭夫，江頭憲治郎，山下友信 編
『損害保険判例百選（第二版）』（有斐閣，1996年）49頁，藪口康夫「証明妨害」高橋宏志，高田裕成，畑瑞
穂 編『民事訴訟法判例百選［第 4 版］』（有斐閣,2010年）131頁，高田，三木，山本克己，山本和彦 編・前
掲注（88)，660頁以下〔名津井吉裕〕等を参照。
90 この問題についてしばしば故意に限定することに合理性があるか疑わしいと指摘されている（林昭一「証明
妨害に関する裁判例の変遷と到達点について」同志社法学65巻 4 号（2013年）954頁以下）。過失を問題と
することについては筆者も異論はないが，訴訟上の義務の拡張として過失を問題とすることについては現行
法の構造上，限界があると考える。また過失を問題とする際に，重過失と単なる過失の違いをどう捉えるか
という問題についてはなお検討する余地がある。
2，3 項），これを証明妨害法理の発露の一場面として捉える見解が多数説であるとされる89。以上
の証明妨害法理の根底に真実義務が存在するならば，その制裁はあくまでも意図的な滅失に限定さ
れているという一種の制限法理として真実義務が機能しているのではないだろうか。つまり，過失
に起因する場面にまで文書提出義務違反の制裁を拡張する場合，spoliation inference で問題となっ
ているのと同様に裁量権の濫用が危惧されることとなる。
法律上，意図的な証拠滅失に対して制裁が科されるという構造になっている場合，訴訟係属前に
まで訴訟上の義務としての文書提出義務が拡張すると捉えた場合でも，同様に裁量権の濫用が問題
となりうる。仮に訴訟上の義務の拡張として証明妨害法理を認める場合，訴訟制度内では過失に基
づく制裁を認めない以上，訴訟係属前に過失によって証拠を滅失させた当事者に対する制裁は原則
として認められないと考えるべきであろう90。但し，実定法上何らかの形で証拠作成や証拠保存が
義務付けられているような場面については過失を問題としうる余地はあると考えられるが，過失に
起因する場合にも，故意による場合と同様に，真実擬制までをも制裁として認めることが妥当であ
るか否かはなお検討を要する問題である。
おわりに
本稿ではディスカバリー手続における議論のいくつかを参考として日本の真実義務をめぐる諸問
題，とりわけ真実発見と証明妨害法理について若干の指摘を行った。以上の問題についてはドイツ
・オーストリア等の固有法をめぐる議論状況も斟酌する必要があるものの，本稿ではこれらを検討
しえなかった。これらの検討は次回以降の課題とする。
